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Ⅰ　論文要旨
大西勝明
1．課題と構成
情報産業は，情報の創出，処理，伝達に関連する機器
の生産とサービスを担う産業であり，基本的に電子工業
と情報サービス業によって構成される。日本情報産業の
売上高，雇用者数，そしてその及ぼす社会的な影響は，
他産業に比べ，卓越したものであり，かつ，激動してい
る。
本論文（著書）は，日本情報産業等がジャパンアズ No. 
1 とされた 1980 年代までと，バブル経済の崩壊後，失わ
れた 10 年とされた時期，さらに，現在に至る 21 世紀に
突入してからに時期を画期にして，その動態，展開のメ
カニズムについての分析を試みている。とりわけ，21 世
紀において，日本情報産業は，地殻変動を起こしつつあ
ると理解しているのであるが，このことの検証を新製品
の開発，電子メーカーの経営戦略，国際分業の進展，国
際競争，リストラクチャリング，産業再編成といった視
点から考察し，動向を明確にし，今後の方途を模索して
いる。
具体的に，本論文は，以下の 7 章から構成されている。
第 1 章 日本情報産業の躍動
第 2 章 グローバリゼーションの進展と情報産業
第 3 章 ICT とソリューション事業の展開
第 4 章 新興国と国際分業の進展
第 5 章 韓国情報産業の国際競争力
第 6 章 中国情報産業の台頭
第 7 章 再編期に直面する日本情報産業
第 1 章では，日本電気機械器具製造業が外国技術に依
存しつつ発展してきたこと，第二次世界大戦後，重電
機，電源開発から，三種の神器，民生用電気を軸とした
内需拡大と輸出の増大の推進を確認している。特に，
1980 年代においては，超 LSI 技術研究組合に象徴される
産官協力を基盤に，日本情報産業が国際競争力を強化
し，多くの製品の次世代開発や生産量に関して，最前線
に躍り出たメカニズムを分析している。
第 2 章では，冷戦体制の崩壊後の世界の構造の変化，
1990 年代におけるアメリカの情報，金融に関連した戦
略，インターネットの出現を検討し，バブル経済崩壊後
の日本情報産業の推移，ダウンサイジング傾向と国内市
場開拓，国際化への対応を論じている。世界標準をめぐ
る日米間の角逐にも言及している。アメリカのグローバ
ルな対応に比べ，日本情報産業の国際的地位の低下を指
摘している。
第 3 章では，ソフトウェア業の展開とインターネット
の出現の影響を考察している。インターネット関連ビジ
ネスやソリューション事業へとシフトするアメリカに比
して，バブル経済の崩壊が日本のソフトウェア業に与え
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た負の影響は大きく，一部，ゲームソフト等を除いて，
日本のソフトウェア業の発展が制限されてきた事態を明
確にしている。
第 4 章では，主に，1990 年代におけるアジアにおける
情報産業の国際分業の変遷についての考察を進めてい
る。冷戦体制の崩壊は，アジアにおいても市場経済化の
進展を伴うものであった。多くのアジア新興国が外国資
本を導入し，経済発展を実現し，アジア市場を拡大して
いる。バブル経済崩壊後の日本電子メーカーも，一時
期，対外直接投資を停滞していたが，徐々に，投資額を
増加，国際分業を高度化している。日本情報産業のアジ
アでの国際分業の高度化や現地化の実態に迫っている。
第 5 章は，韓国経済の躍進，とりわけ，アジア通貨危
機後の韓国情報産業の活躍を考察している。狭隘な国内
市場を背景に，積極的に国際化戦略を展開して，一部の
韓国電子メーカーは，強力な国際競争力を構築し，日本
の情報産業を脅かす存在になっている。今後の日本情報
産業の展開は，対韓国メーカーとの対抗を意識せざるを
得ないとの理解を示している。
第 6 章は，中国情報産業が急台頭してきたメカニズ
ム，中国情報産業の発展の特殊性を明確にしている。中
国情報産業は，政府の産業政策，政府主導の下で，外国
資本，技術を導入し，輸出を推進してきた。21 世紀，中
国情報産業は，一層の民営化，自主技術開発，内需拡大
を指向しているのであるが，20 世紀においては，基軸部
品は日本等から輸入し，工業化を進めてきた。変化しつ
つある中国情報産業の展開の分析を試みている。
第 7 章は，21 世紀における日本情報産業の変容，リー
マンショック後の深刻な業績悪化と主要企業の戦略，業
績回復のための挑戦，寡占企業間競争と日本企業の脆弱
性について論じている。
2．本論文の特徴
本論文は，先行研究に依存しながらも，独自の視点か
ら分析し，独創的な知見を確認しており，以下の五点に
わたる特徴を有するものである。第一点は，第二次世界
大戦以降，日本情報産業の長期にわたる変遷を鳥瞰し，
特に，先に指摘した三つの画期を設定し，各期の特殊性
を明確にしていることである。日本情報産業の躍進と競
合と停滞の過程を解明するに至っている。第二に，日本
情報産業を民生，産業，電子部品，さらに，ソフトウェ
アという基本的に確認しておかねばならない活動領域を
射程に捉えた考察を進めていることがある。情報産業分
野は多岐にわたるのであるが，基本的動向を踏まえて，
諸傾向が把握されている。第三に，国際的歴史的な変遷
についての把握を基盤に，リアルな事象を確認すること
につとめていることがある。日本情報産業による輸出や
海外進出は，冷戦体制の崩壊や新興国の台頭と密接に関
連している。国際的歴史的な事象からの影響を注視しつ
つ，日本情報産業の動向を分析している。第四に，激化
する国際競争や相対的に弱化しつつある日本電子メー
カーの国際競争力に着目して，情報産業についての考察
を深めている。当然，新興国企業の台頭のプロセスやそ
の躍進のメカニズムを明確にすることが必要となる。韓
国の産業や企業，中国の産業や企業の動向についても言
及している。第五は，日本情報産業は，21 世紀，深刻な
業績悪化に陥り，抜本的なリストラクチャリングを追求
し，なおも，産業再編成を迫られているのであるが，抜
本的なリストラクチャリングの実態を解明し，日本情報
産業の再生を模索しようとしていることである。大幅な
人員削減ではなく，独創的なイノベーションを推進し，
他方で，長期的に存続可能な国際環境を構築することが
必要となる。これまでの，日本情報産業の研究開発体制
や国際化への対応を変革することの重要性を主張してい
る。
3．課題
日本情報産業の変遷を考察し，危機克服のために，研
究開発体制の強化や新しい国際環境の構築を指摘してい
るのであるが，現体制の変革や新しい体制の構築に至る
具体的なプロセス，工程表をいかに作成し，実行してい
くのかが，課題として残されている。巨額な研究開発費
をどのように確保するのか，FTA，EPA，TPP 等とどの
ように対峙するのかも問題である。一部，課題が残され
ているが，多様な独創性の追究，互恵平等な国際関係，
アジアでの共存と共創を基盤にした国際的な生産，研究
開発協力の追究は，日本情報産業にとって重要な課題で
あると考えている。
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Ⅱ　審査報告
 　審査委員
主査　専修大学商学部　教　授　赤羽新太郎
副査　専修大学商学部　教　授　川野　訓志
副査　専修大学商学部　教　授　高橋　義仁
副査　日本大学商学部　教　授　小阪　隆秀
1．問題意識
2．論文の構成と概要
3．本論文の目次
4．本論文の評価
（1）本論文の長所
（2）残された問題点
（3）総合評価
1．問題意識
本書では，情報産業を第 1 章の冒頭で規定していると
おり，「工業統計表における電気機械器具製造業の内の電
子工業と特定サービス産業実体調査における情報サービ
ス業の両者を包摂する産業」とし，「情報等の創出・処
理・伝達に関する機器の生産，サービスを担う産業であ
り，基本的に，電子工業と情報サービス業とによって構
成される」としている。従って，情報産業を非常に幅広
い産業として捉え，分析対象としている。全体として時
系列的に構成されているが，特に対象としているのは
1980 年代以降，すなわち最近 30 年間の日本情報産業を分
析している。そして，日本の「失われた 20 年」の間の大
きな地殻変動があった情報産業をグローバルな視点から
捉え，日本の情報産業の低迷と危機克服策を考察し，そ
の限界と 21 世紀における戦略を提示しようとした創造
的，意欲的な大著である。
2．論文の構成と概要
本論文骨子は 7 章構成の論文である。
第 1 章では，日本電気機械器具製造業が外国技術に依
存しながら発展し，第二次世界大戦後の三種の神器を中
心に内需拡大し，輸出の増大した経緯について取り上げ
ている。そして，1980 年代の日本の情報産業の国際力の
強化と経済摩擦，ダウンサイジングの進展について論じ
ている。基本的にジャパン・アズ・No.1 と賞賛されるま
でのプロセスを中心とし，具体的には，IC（集積回路）
とコンピュータの生産動向や情報サービス業の動向に焦
点を当て，日本の情報産業の変遷の特異性を確認した章
となっている。特に日本の情報産業の躍進の背景には，
キャッチアップ型研究開発体制の追求，アメリカのよう
な軍需主導ではなく民需主導による製品の販売拡大，生
産過程の効率化と技術革新の推進，海外市場の存在が背
景にあったと結論している。
第 2 章では，冷戦体制崩壊後のアメリカの情報産業戦
略について概観した上で，1990 年代における日本の情報
産業の停滞や国内市場の開拓とグローバル化について取
り上げている。そして，冷戦体制崩壊後の情報産業の変
遷，厳しいリストラクチャリングの展開，情報産業を象
徴するパーソナル・コンピュータと通信機器の具体的な
動向について確認している。特に情報，放送，コンテン
ツ事業の融合化と競争と提携，インターネット事業の拡
大にも注目している。その上で，日本の情報産業はこれ
まで導入技術に依存し，それを改良し，大量生産するこ
とで国際競争力を強化してきたが，今後は独創的な研究
開発へと研究開発体制の構造的な転換の必要性に言及し
ている。
第 3 章では，日本の情報産業が一定の産業基盤を構築
し，さらに革新的役割が期待されている情報サービス業
の中でも，ソフトウェア業の変遷とその動態を中心とし
て取り上げている。具体的には，1970 年代以降，10 年ご
とに情報サービス業，ソフトウェア業の動向，その特殊
性や問題点について，技術的側面，市場での競争状況，
政府の産業政策などの各方面から考察を重ねている。そ
して，日本の情報産業は，事業内容がソリューションビ
ジネスに大きく傾斜しており，情報サービス分野の開拓
を今世紀における重要な活路と位置づけている。具体的
には，日本の情報産業は取引の不透明性を是正し，仕事
量の安定化や信頼性を高め，また，自社の営業力，信用
力の向上が目指されている。一方で，ソフトウェア貿易
に象徴されるように非常に厳しい状況に直面し，重層的
な下請け構造も残存し続けている状況を課題として指摘
している。
第 4 章では，日本の今世紀の情報産業の国際分業の画
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期的な変革，実態を把握し，その現代的な意義と展望を
中心としている。そこで，アジアで拡張してきた日本の
情報産業の進出の経緯を確認し，日本の情報産業の位
相，企業のグローバル戦略と管理体制，グローバリゼー
ションの中で大きく変質する企業間競争を取り上げてい
る。その中で，企業間競争や電子メーカーのネットワー
ク化の実態について考察し，日本の情報産業を受容して
きたアジアの工業化の基本的な特徴，部品輸入の拡大，
急成長してきたアジア市場に言及している。さらに日本
の情報産業が直面する空洞化や厳しい労働条件や環境問
題も取り上げている。
第 5 章では，日韓の情報産業の今世紀の提携方策を探
るという意図により，韓国の工業化の特質を確認しよう
としている。そのため，高成長を継続してきた情報産業
を軸に韓国産業を分析し，韓国の急速な産業発展に影響
を与えた輸出依存等の諸要因を取り上げている。さらに
アジア通貨危機後の韓国産業について整理し，今世紀に
おける韓国情報産業の諸動向について再検討を加えてい
る。その中で，韓国の急速なキャッチアップをケースと
し，M&A，アウトソーシング，戦略的提携，ICT 関連技
術の模倣の容易性，技能のデジタル化，技術者の採用，
機械・装置メーカー側のマニュアル化した技術開発と量
産化と市場拡大と生産過剰，ネットワークの活用による
比較優位の機会確保等競争力強化とキャッチアップの可
能性の存在を確認している。ただ，財閥基軸の韓国の発
展は，盤石な基盤とはいえず，体系的な経済成長の連鎖
という点での脆弱さ，一部の突出した先鋭的企業がきり
もみ的に先導する不安定な編成が実像であると結論して
いる。
第 6 章では，中国の情報産業がその外縁，枠組み，メ
カニズムを如何に展開してきたかについて取り上げてい
る。そのなかで，急展開を見せる中国情報産業の国内
的，国際的動向について現実的な考察を行っている。特
に後発者利益の活用や労働集約的とされる新興国の工業
化の一般的な特徴，中国における産業政策，輸出入，直
接投資の推移を検討しながら，情報産業の発展プロセス
を明確にしている。その上で，中国の情報産業が直面し
ている新しい局面や展開の方途を明確にしようとしてい
る。そして，日本企業や日系企業との連携の可能性にも
言及し，今後の展望を行っている。特に日本の情報産業
は，中国における変革といかに一体化し，新しい時代と
あり方を開拓できるかどうかが鍵を握ると結論している。
第 7 章は，再編期に直面する日本の情報産業について
議論している。1980 年代の日本の情報産業は，ジャパ
ン・アズ・No.1 を象徴する存在であり，半導体の生産に
おいては，次世代開発，市場規模の点でも世界を先導し
ていた。また，情報産業は，多くの従業者，巨額の輸出
額に加え，ICT 革命の担い手でもあり，日本の戦略的産
業であった。しかし，今世紀になると，深刻な事態に陥
り，存立基盤が大きく揺らいでいる状況を様々な統計に
より提示している。このような厳しい状況を整理するこ
とは，グローバル化の進展に戸惑っている日本経済の分
析に不可欠な課題として，論を進めている。そして，日
本の「失われた 20 年」といわれる状況において，情報産
業の産業再編成と持続可能な存在形態，イノベーショ
ン，アジア展開の 3 視点から考察を重ねている。そし
て，再編成過程の中で，日本企業は，業績悪化を食い止
めるために，多数の従業員の配転，解雇により，一時的
な回復を実現していることについても言及している。特
に，本論文は 21 世紀の日本情報産業の地殻変動を捉え，
その検証を新製品開発，電子メーカーの経営戦略，国際
分業の進展，国際競争力，リストラクチャリング，産業
再編成という視点から考察し，その動向と今後の方途を
分析している。
3．本論文の目次
本論文の構成は次の通りである。
はしがき　（i 頁～v 頁）
第 1 章　日本情報産業の躍動（3 頁～30 頁）
1．はじめに
2．外国企業に依存した日本電気機械器具製造業
3．国内市場の拡大と輸出
4．1980 年代の日本情報産業
5．ダウンサイジングの進展
6．おわりに
第 2 章　グローバリゼーションの進展と情報産業
　　　　（31 頁～64 頁）
1．はじめに
2．冷戦体制崩壊後のアメリカの戦略
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3．日本情報産業の停滞
4．国内市場の開拓
5．おわりに
第 3 章　ICT とソリューション事業の展開（65 頁～105 頁）
1．はじめに
2．ソフトウェア業の展開
3．インターネットの出現
4．21 世紀における情報サービス業
5．おわりに
第 4 章　新興国の台頭と国際分業の進展（107 頁～152 頁）
1．はじめに
2．アジアにおける情報産業と国際分業
3．アジア市場の拡大
4．21 世紀における企業内国際分業
5．おわりに
第 5 章　韓国情報産業の国際競争力（153 頁～198 頁）
1．はじめに
2．急速な経済発展を支えた諸要因
3．アジア通貨危機以降の韓国産業
4．韓国情報産業の諸動向
5．韓国情報産業の現況
6．おわりに
第 6 章　中国情報産業の台頭（199 頁～229 頁）
1．はじめに
2．中国産業の躍進
3．中国情報産業の諸特徴
4．情報産業の新展開
5．おわりに
第 7 章　再編期に直面する日本情報産業（231 頁～285 頁）
1．はじめに
2．21 世紀における日本情報産業の変容
3．深刻な業績悪化と主要企業の対応
4．業績回復と新たな挑戦
5．寡占企業間競争と日本企業の脆弱性
6．おわりに
あとがき　（287 頁～288 頁）
索引　（289 頁～314 頁）
4．本論文の評価
（1）本論文の長所
本書は 7 章にわたって，日本の情報産業の事業展開の
視点を，今世紀における持続可能な存在形態，イノベー
ション，アジアという視点から分析しているといえる。
結論として，欧米だけでなく，アジアの競合企業との競
争関係の中で，日本の情報産業は，産業の再編成に大き
く舵を切らなければならない状況を詳細に叙述している
といえよう。そして，本書の大きな特徴ともいえるが，
ほぼ全章において，人材面について丁寧に議論を重ねて
いることである。それらを取り上げると，第 2 章では，
日本の情報産業が欧米やアジア諸国による厳しい経済環
境下で，危機的状況に陥り，産業再編成を迫られる中，
労働者が常にリストラクチャリングにさらされていた状
況を強調している。第 3 章では，ソフトウェア産業にお
いて，異常な雇用慣行が横行した状況の中，長時間残業
や 35 歳定年などといわれる状況，二重派遣，使用者責任
の不明確さを取り上げている。第 4 章では，日本国内で
はリストラクチャリングを展開し，海外では雇用者数を
増加させ，対外生産を拡大しているが，その位置づけが
変化している状況に注目している。特に現地の誘致政策
と相まって日系企業の進出は，現地化を進め，現地で原
材料を調達，現地人材の登用をし，現地企業に大幅に権
限を委譲，海外への生産の全面移転が進行している状況
に言及し，国内の人材コストの低減にのみひた走る姿を
問題視している。第 5 章では，韓国における人材採用の
問題を取り上げ，近隣諸国からの低廉な労働者の受入に
若干の警鐘を鳴らしている。また，サムスンの人材確保
と育成，通貨危機後の人材削減の問題を取り上げてい
る。第 6 章では，中国沿海部で進む人材不足の問題を取
り上げている。その中で，労働者が実質賃金の上昇を実
感できず，生活の困窮からストライキに訴え，2008 年以
降，上海や深圳などでは日系企業を含む多くの企業では
ストライキが頻発している状況を問題視している。そし
て，本書の結論部分ともいえる第 7 章では，日本の情報
産業は，今世紀になると，厳しい事態に直面して，リス
トラクチャリング，M&A，積極的な研究開発等抜本的な
改変に着手し，グローバル競争に対応できる力を強化さ
せ，新しい次元での活路を求めたことで，業績を是正し
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てきた状況について説明している。そして，新興国を
ターゲットとする市場開拓を推し進め，海外で研究者，
技術者の過半を確保しようとしてきた状況に注目し，国
内での人材調達に対する問題を示唆している。
そして，日本の情報産業における従業員に対する施策
が，業績の回復を支えていると結論している。それは雇
用に関してアウトソーシングを断行し，EMS を活用した
ビジネスモデルの普及により，偽装請負さえ顕在化して
いる状況である。しかし，今世紀において示さなければ
ならないのは，一時的な業績の回復ではなく，長期的に
持続可能な資本蓄積体制の構築である。本書では，それ
は単なる巨大化ではなく，従業員を尊重し，従業員の創
造性や環境に配慮した事業展開を支えるイノベーション
の開花の必要性を強く訴えている。日本では簡単に解雇
できない雇用制度が，企業の活路を開いた事例を示し，
それが世界に散在し，世界の人材やシニア層の積極的な
活用等を射程に置き，気概のある研究者の育成，創造的
な研究開発課題に戦略的に挑戦していく体制の一層の強
化が必要である。したがって，日本の情報産業のこれま
での対応は不十分であると結論している。
要するに本書は，日本の情報産業の 1980 年代以降の 30
年間の発展と変容の過程を検討し，韓国と中国・台湾に
おける情報産業の発展と関連づけて，比較しながら，論
じているのが本書のコアであろう。特に結論部分ともい
える第 7 章で言及したのは，韓国，中国，台湾における
情報産業・企業の台頭が日中韓の逆転現象だけではな
く，これまでの安定的な日本の交易構造にも影響を与え
ていることを指摘し，韓国と中国・台湾の情報産業の変
革と日本の情報産業の相対的な競争力の低下が，アジア
の分業関係に基本的な枠組みの変容にも影響を与えてい
ると指摘している点は，特徴的である。
（2）残された問題点
ただ，若干の問題点も本書は含んでいることを指摘し
ておかなければならない。本書は 7 章構成であるが，大
きく二部に分けることができるだろう。それは，第 1 章
から第 3 章までの，特に 1980 年代からこれまでの日本の
情報産業の展開過程と現在直面する問題点を取り上げた
部分と，第 4 章から第 6 章までの韓国，中国・台湾の情
報産業の発展と現状分析を取り扱っている部分である。
そして，本書のまとめともいえる第 7 章が，若干，独立
したものとなっているであろう。さらに言えば，日本の
情報産業を直視し，新興国における情報産業の台頭との
位置づけを明確にする上でも，二部構成にし，終章なり
結章として，第 7 章が位置づけられる方が構成上より明
確であったのではないだろうか。また，細かな点を指摘
すると，第 1 章から第 3 章までは，「おわりに」の部分で
各章において議論した部分がかなり簡潔にまとめられて
いたが，第 4 章以降は，「おわりに」が集約的でなく，若
干まとまりに欠ける印象がある。さらに注記表示につい
ては，若干統一性がなく，また，これまでの大西氏の著
書のページが記載されている箇所が多い。今後，研究者
の研究に貢献する注記として原典表示なり，参考文献の
一覧などが表示されている方が，よかったのではないだ
ろうか。
（3）総合評価
博士学位申請者の大西勝明氏は，学会活動では日本経
営学会に所属して理事等にも貢献し，またアジア経営学
会では学会長を歴任し，現在産業学会では 2012 年 6 月よ
り学会長をつとめている。
大西氏は，これまでに『高度情報社会の企業論』（森山
書店，1988 年），『日本半導体産業論』（森山書店，1994
年），『大競争下の情報産業―アメリカ主導の世界標準に
対抗する日本企業の選択』（中央経済社，1998 年）などの
単著を著し，情報産業分野の産業分析を一貫して研究し
ており，既に一定の評価を受けてきている。そのほか，
共著や論文が多数あり，主に情報産業を研究対象とし，
メーカーの企業行動にはじまり，情報コンテンツ産業に
至るまで非常の幅広いフィールドを研究対象として，こ
れまで研究活動を継続してきた。
大西氏から博士学位請求の著書として，提出されたも
のは，『日本情報産業分析―日・韓・中の新しい可能性の
追究』の本論文には上記の長所と問題点があるが，大西
氏から提出された著書の決定的な欠陥とはいえない。し
たがって，大西氏から提出された本書『日本情報産業分
析』は，われわれ審査委員一同は，専修大学学位規程第
13 条第 2 項の規定に基づいて，博士（商学）の学位を授
与するに十分に値するものと評価した。
最後に，評価者からの願いを 1 点記しておきたい。大
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西氏は本書にて指摘した日本の情報産業の深刻な問題を
踏まえ，これらの問題について，今後はその克服する方
策と新たな可能性を今後も継続して研究を進める使命が
あろう。学位請求著書のあとがきに ｢研究生活が終盤を
迎えている」と記述されていたが，そのようなことは決
していわず，今後も研究を進められ，グローバルな情報
産業の構造と組織を分析し，民主主義と地球市民のため
のさらなる研究と提言を心から願いたい。
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